
年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

7,200.00

猪掛　公詩

チェック

堆肥に混ぜ込む副資材の高騰によって、製造原価が高くなって
いるため、販売単価の妥当性を協議しなければならない。

耕種農家のニーズにあった良質な堆肥の製造を行う。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
佐々木　覚朗

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.25

33,542

0826
（47）4021

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

畜産振興事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　地域営農課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

359

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

美土里堆肥センターの改修工事及び機械の整備を行った。
堆肥センターの運営を成り立たせるため、堆肥の適正な料金価格の
素案を作成した。

解決できていない課題

平成25年度からの管理移管を目指していたが、実現できなかった。
移管候補団体と細部の調整を行い、速やかに管理移管を行いたい。

③

33,542

7,200.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

100.00%

5,577,000.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

5,577,000.00

24年度 25年度

5,577,000.00

5,577,000.00

6,700.00

7,200.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

5,871.00

計画値

コ ス ト

計画値

48.00

合計

人

指　標　名　等

11,939

必要人員

11,939

89.55%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
堆肥ゼンター管理委託料

対　前　年　比

円

堆肥販売量
6,500.00

堆肥生産量

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

一般財源等合計

54.00

25年度

6,880.00

－

6,700.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

－

－

5,000,000.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

6,556.00

0.35

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度実績値

13,935一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

環境保全に関する諸制度に的確に対応するとともに、「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用促進に関する法律」に基づ
き、家畜排せつ物の適正な管理を実践する。また、堆肥の広域流通を確立を図るとともに、耕畜連携を中心とした地域資源
循環型農業を実践する。

堆肥センターによる家畜排せつ物の適正な管理。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等31,486

24年度 25年度

国県補助金等

畜産振興費

畜産振興に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内の和牛飼育農家及び酪農家、堆肥を活用する業者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

家畜排せつ物処理施設管理運営事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 8,998

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

ｔ

単位

ｔ

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

13,935

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

×

×

×

Ü

○

○

×

○

○

○

Ü

合計

Ü

○

×

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

13,935

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,941

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,056

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 25

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）
2

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

359 産業振興部 地域営農課（家畜排せつ物処理施設管理運営事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

担当部課

作成者氏名

1

26 3

大事業

1

1

款

会計名

7,563

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

平成 25 平成

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

市民への情報提供を行っている ○

7,548

農業振興地域内の農振農用地区域
～の除外申請を年3回受け付けて
いる。

今後の計画値
（計画年度）

市
民
参
画年度

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

合計

目標年度に目標を達成できそうである

－

単位

指　標　名

×

Ü

×

×

○

Ü

○

×

○

×

×

Ü

○

○

×

×

○

計画値

実績値

財源（千円）

直接事業費

人件費

コスト（千円）

14,331 14,100

　
　
成
果
指
標

単位

ha

単位

件
人・農地プラン作成件数

指標化できない成果

計画値

実績値

農地集積円滑化事業による
利用権設定面積

単位

回

単位

件

対　前　年　比

単位

単位当たりコスト②

コ ス ト

コ ス ト

計画値

コスト コスト（千円）

・地域ぐるみでの農用地保全と農地利用の推進
・農業振興地域整備計画の管理
・農業委員会と連携した農地流動化推進
・人・農地プラン作成の推進

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

内　　　容

7,548

26年度

直接事業費 3,222 国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

7,548

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

農業を営む農業者、経営規模を拡大しようとする農業者。

担い手農家と地域との役割分担による農地の適正管理と効率的な利用を図る。

人件費

24年度 25年度

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

農地利用対策事業

4

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担 受益者負担

合計 25,436

11,105

10,785

人

千円

3.00

年度

3.00

人

千円

2.00

0.90

単位当たりコスト①

実績値

備 考
（指標の計算方法、算式等）

20.00

－

－

50.00

−

26年度

17.75

計画値

実績値

−

22.00 33.00

計画値

－

－

100.00% －

実績値

3.00

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

専門性をもった人材を活用できている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

291.00

耕作放棄地解消モデル事業
件数

3.00

農業振興地域整備計画書変
更回数

－

25年度

3.00

3.00

26年度

71,580

－

3.00

一般財源等

対　前　年　比

－

3.00

活
動
・
結
果
指
標

2.00

3.00

100.00%

－

－

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

単位

35,790.00

10,785 一般財源等

時間外勤務手当 千円123.00

合計

人必要人員

24年度

計画値

コ ス ト

計画値

指　標　名　等

3.00

24年度 25年度

－

年度

年度

61.54

－

－

－

年度

年度

①

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

目標値
（目標年度）

資源配分の方向性
継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

−

③

②

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

人・農地プランについては地域によって策定数のばらつきがある。特に
担い手のいない地区におけるプラン作成が進んでいない。

今年度までに実施した改善内容

完了した

縮小して継続する
主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

集落等での人・農地プラン作成のため、要望のある集落での説明
会、検討会に参加した。また、年2回の人・農地プラン検討部会を
開催し、新たに33のプランを認定した。

解決できていない課題

猪掛　公詩

事務事業の概要（Plan）

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

改善項目

課題解決のための改善内容及び予算への反映

予算（大事業）名

優先的に継続する

有
効
性

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

受益者負担を検証している

360

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

産業振興部　地域営農課

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

農地利用対策事業費

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

3

1.35

11,336

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

チェック

中川　友紀

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

農地対策に要する経費

0826

6

国や県と重複のない事務事業である

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

○

円滑化事業は書類の作成から利用権の設定までを市役所で行う
ので事務負担が大きいが、事業の特性上やむを得ないと思われ
る。

×

1

（47）4021
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

農業振興費

一般会計

○

電話

○

×

備考欄（留意事項）

人・農地プランの影響もあり、円滑化事業を利用した利用権設
定面積は大幅に増えた。今後は交付金の受給要件となる期間が
満了するまで利用権が解除されることを防ぐため、どのように
チェックするかが課題となると思われる。○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

360 産業振興部 地域営農課（農地利用対策事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 25

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）
6

26 3

5,882

3,039

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

9,459

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

28,513

○

○

○

○

Ü

合計

×

○

○

○

○

Ü

×

×

○

Ü

○

○

○

28,513

農業推進班長を対象に事業の円滑
な実施に向けた説明会を開催。
農業推進班長:440人

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

戸

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

経営所得安定対策（旧農業
者戸別所得補償制度）加入

農業者数

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 30,333

人件費 11,940

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

米の需給調整事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

農業振興費

営農体制の整備に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内の農業者。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

米の生産調整を通じて需要に即した米作りを行い、農家の経営を安定させる。

①米の生産調整に係る方針を決定し、②農業推進班長を通じて各農業者に配分し、③作物ごとの生産面積を確認し、農政事
務所に交付金支払い要件達成者を報告する。①において、県からの米の需要量に関する情報により市の配分基準反収を定
め、生産数量目標、作付目標面積を定める。④市と農協、農業者団体、担い手農家で組織する安芸高田市水田農業推進協議
会において、生産数量目標の決定・配分を行う。また、③の確認付事務を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等28,592 16,331

27,273

実績値

28,513一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

100.00 生産調整達成農家/生産調整配分農家
H20年未達成 60戸/5,301戸
H21年未達成 185戸/5,232戸
H22年未達成 211戸/5,126戸
H23年未達成 212戸/5,134戸
H24年未達成 172戸/5,081戸
H25年未達成 163戸/5,038戸

年度

14.00

人

千円

96.61

0.70

単位当たりコスト①

－

－

3,038.00

計画値

実績値

－

85.71% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

248.00

25年度

14.00

－

100.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

12.00

生産統制達成率
100.00

説明会開催回数

－

実績値

計画値

100.06%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

96.00

合計

人

指　標　名　等

5,903

必要人員

36,215 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

96.67

100.00

14.00

－

3,038.00

3,225.00 3,225.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

平成２５年度経営所得安定対策に
改編

3,000.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

38,051

14.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

農業者向けの説明会で使用する資料等の見直しを行った。

解決できていない課題

農業再生協議会の事務局を行政が受け持つことにより、業務委託先であ
る市との多重事務が発生している。国交付金の事業要件の制約も考慮し
つつ、事務体制の見直しを行いたい。
また、協議会総会の場などにおいても、幅広い情報提起や議論が不十分
な実態があるため、事務局内での情報整理が望まれる。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

374

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　地域営農課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.15

9,780

0826
（47）4021

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

米の需給調整事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
山根裕輝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

猪掛　公詩

チェック

年間4億円程度が市内農業者へ交付されているが、その使途が
明確化されていないため、事業効果等を把握するのは困難であ
る。

各地域毎に農業推進班長を委嘱し、集落内の米の生産調整の取
りまとめや交付金申請事務を行ってもらっている。
近年では高齢化や離農者の増加により、班長が不在となる集落
も発生しているため、制度の見直しを視野に入れる必要があ
る。

市内独自の資料作成や説明会の開催により、農業者間の情報格
差が生じにくいように配慮をしている。また、交付金申請時期
に当たっては作成のひな形を提示するなど、手続きの明瞭化を
目指している。

×

Ü

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

14.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

374 産業振興部 地域営農課（米の需給調整事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

○

電話

○

○

備考欄（留意事項）

有害鳥獣の被害は、現在横這いであるが、高水準を維持してい
る。また、市民からの苦情等も多い。被害を受けた農家は、耕
作意欲をなくし、耕作放棄地の増大にもつながる

○

Ü

シカの捕獲頭数については、県内の捕獲頭数の半部を捕獲して
いるにも関わらず、依然として農作物の被害の苦情は多く、な
かなか、有効な対策ができていないのが現状である。

有害鳥獣に対しては、捕獲による全体頭数の減と防護柵による
農産物の防護の二通りの施策を行っており、それ以上の効率的
な施策が思い当っていない。

Ü

1

（47）4021
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

農業振興費

一般会計

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

チェック

稲田圭介

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

農地対策に要する経費

0826

6

国や県と重複のない事務事業である

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

0.80

59,458

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

有害鳥獣対策事業費

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

受益者負担を検証している

376

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

産業振興部　地域営農課

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

改善項目

課題解決のための改善内容及び予算への反映

予算（大事業）名

優先的に継続する

有
効
性

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

・捕獲頭数を拡大した。
・有害鳥獣を資源として活用するため、食肉処理施設への試験的搬
入を開始した。

解決できていない課題

猪掛　公詩

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

・現行の捕獲班による捕獲のみでなく、鳥獣被害対策実施隊を編成し、
より効果的な捕獲ができるようにする。
・鳥獣肉の食肉及びペットフードなどへの利用を促進するとともに、捕
獲から販売までの仕組みづくりをする。

今年度までに実施した改善内容

完了した

縮小して継続する

③

②

備 考
（指標の計算方法、算式等）

防護柵設置助成の申請件数。
（H25年度、単市56件、
25,315千円、国費3件、5,598
千円）市としては集落単位等での
取組み等による効率化を推進して
いる。

目標値
（目標年度）

鳥獣被害対策実施隊の編成

資源配分の方向性
継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

2,100.00

年度

年度

①

年度

140.00

年度

－

－

140.00

－－

142.00

30,913,000

142.00

年度

132.00

523,949.15

86.76%

5.00

24,310.00 24,497.00

24年度 25年度 26年度

24年度

計画値

コ ス ト

計画値

7,048.28

指　標　名　等

50.00

2,410.00

7,000.00

50.00

61,691 一般財源等

時間外勤務手当 千円130.00

合計

人必要人員

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
防護柵設置補助金申請件数

対　前　年　比

単位

1,187.00

1,300.00

68.00

102.33%

－

－

－

59.00

8,176,000 8,309,000

－

3,120.00

一般財源等

対　前　年　比

件

イノシシ捕獲数
1,430.00

シカ捕獲数

－

25年度

2,366.00

21,483,000

－

1,190.00

26年度

3,120.00

16,562

3,069.00

○

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

×

専門性をもった人材を活用できている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

－

129.71% －

7.00

50.00

実績値

7,000.00

50.00

計画値

－

計画値

実績値

700.00

565.00 627.20

575.00

2.00

5.00 5.00

－

－

700.00

2,100.00

人

千円

1,160.00

0.70

単位当たりコスト①

実績値

備 考
（指標の計算方法、算式等）

172.00

人

千円

1,300.00 年間計画に基づき、計画的に実施し
ている。捕獲頭数に対し，１頭につ
き委託料7,000円を支払っている。
計画値の1,190頭は捕獲対策協議会
で承認を得た上限捕獲頭数である。
予算額は当初予算額

年度

3,120.00

一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担 受益者負担

合計 63,208

6,580

52,371

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

有害鳥獣対策事業

4

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

農業者・林業者・水産業者等。
市民全体。

・農作物や林産物を有害鳥獣被害から守り，生産性の向上を図る。
・クマの目撃情報を市民に知らせ，注意喚起を図り，被害を未然に防ぐ。

人件費 1,000

24年度 25年度

504

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

活
動
・
結
果
指
標

猟友会メンバー数

26年度

直接事業費 53,708 国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

62,269

コスト コスト（千円）

①農林水産課実施分…有害鳥獣捕獲対策協議会を開催。・被害予察により年間捕獲頭数の決定。・市内６捕獲班の編成。・６捕獲班へ業
務委託。・捕獲獣の確認。・委託料の支払い。・その他市民からの被害発生状況を捕獲班へ報告。・クマレンジャーの編成。
②地域営農課実施分…有害鳥獣防護柵の設置助成として、単市補助事業…資材費の助成を行う（補助率　集落的取組1/2、共同設置
1/5）・国庫補助事業…鳥獣被害防止総合対策交付金事業・県費補助事業…集落ぐるみで取り組む鳥獣被害対策確立事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

内　　　容

62,269

単位

頭

単位

頭

対　前　年　比

単位

単位当たりコスト②

コ ス ト

コ ス ト

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

千円

単位

km
防護柵の累計設置延長

指標化できない成果

計画値

実績値
イノシシ・シカ被害額

計画値 5.00

人 実績値

財源（千円）

直接事業費

人件費

コスト（千円）

56,628 2,750

○

×

○

Ü

○

○

×

○

○

×

Ü

○

○

○

Ü

Ü

×

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

合計

目標年度に目標を達成できそうである

1.00 －

新規狩猟免許取得者
（第１種）

単位

指　標　名

62,269

年間計画に基づき、計画的に実施し
ている。捕獲頭数に対し，１頭につ
き委託料７,000円を支払っている。
計画値の3,120頭は捕獲対策協議会
で承認を得た上限捕獲頭数である。
予算額は当初予算額

今後の計画値
（計画年度）

市
民
参
画年度

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

設置した防護柵の維持管理について、もっと、徹底を図る必要
がある。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

市民への情報提供を行っている ×

7,983

8,816

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

平成 25 平成

担当部課

作成者氏名

4

26 3

大事業

1

1

款

会計名

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

376 産業振興部 地域営農課（有害鳥獣対策費）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 25

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）
2

26 3

2,941

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,645

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

151

Ü

○

○

○

×

合計

○

Ü

○

Ü

Ü

○

○

×

Ü

Ü

×

Ü

Ü

151

農業振興協議会の開催回数
目標は３か月に１回程度

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 67

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

農業振興推進体制整備事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

農業総務費

農業総務の一般管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市、JA広島北部、農業委員会、県の関係機関や担当職員、市内の農業者。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

担当職員が職務に必要な知識等を身につけ、市の農業振興の方向性を検討し、市民に理解してもらう。

研修等への参加及び関係機関との会議・連絡調整を密にする。
市、JA広島北部、農業委員会、西部農業技術指導所等で構成する安芸高田市農業振興協議会を定期的に開催する。
また、各部会（担い手、野菜、畜産）の開催により、地域プロジェクト計画の」進捗管理を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等36,362

実績値

151一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

22.00 各部会の開催（3部会）
・担い手（１２回）実績6回
・野菜（６回）：実績４回
・畜産（４回）：実績４回

年度

4.00

人

千円

16.00

0.35

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

200.00% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

43.00

25年度

1.00

－

22.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

2.00

協議会各部会の開催
22.00

協議会の開催

－

実績値

計画値

87.50%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

48.00

合計

人

指　標　名　等

3,008

必要人員

3,008 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

14.00

22.00

4.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

38,007

4.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

県・ＪＡとの連携により、野菜プロジェクト及び、畜産プロジェク
トの進行管理を行った。

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

377

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　地域営農課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.20

38,007

0826
（47）4021

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

農業総務監理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
三戸法生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

猪掛　公詩

チェック

県、ＪＡなど専門技術や知識をもった職員との連携により効率
的な指導を行うことができる。

プロジェクト計画に基づいた関係機関の役割分担で取り組みを
行った。

関係機関の連携や情報交換による意識統一を行うため、各部会
を開催するとともに、プロジェクト計画書の進行管理行った。

様々な機会を利用し、市民への情報提供を行っている。

○

Ü

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

4.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

377 産業振興部 地域営農課（農業振興推進体制整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

●集落協定での活動は、集落での話し合いに基づいて実施され
ている。

Ü

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

27,900.00

猪掛　公詩

チェック

●協定を締結している集落では、共同取組活動が行われること
で、耕作放棄地の発生防止が図られている。

●平地に比べ不利な状況である中山間地域等での、農業生産活
動の持続が必要である。
●そのため、集落全体で農地を守っていくと同時に、担い手を
育成する。
●中山間地域は、高齢化の進展や平地に比べ自然的・経済的・
社会的条件が不利な地域である。そのため、担い手の減少、耕
作放棄地の増加等により、多面的機能の低下が問題となってい
る。
●このことに対し、集落全体で共同取組活動を行うことによ
り、耕作放棄地の発生防止や多面的機能を維持していく。

●平地に比べ不利な状況である中山間地域等での、農業生産活
動の持続が必要である。
●そのため、集落全体で農地を守っていくと同時に、担い手を
育成する。
●中山間地域の住民及び下流域の住民を守るために、農地の有
する水源涵養機能、洪水防止機能等の多面的機能を維持する必
要がある。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
国広　康徳

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.70

87,282

0826
（47）4021

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

中山間地域等直接支払事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　地域営農課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

378

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

農地が適正に管理されているかどうか、全筆現地確認を実施した。

解決できていない課題

第３期対策の最終年度であるため、協定書に定められている活動が確実
に実行されたか、確認をする。

③

332,928

27,900.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

協定面積/対象面積
(協定可能面積)27,900,000㎡

－

年度－

100.00%

91.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

非農家を含めた延べ人数

活動内容により8割単価と体制整
備単価の2種類がある。より集落
活動を進めるためには、体制整備
単価への移行が望ましい。

目標値
（目標年度）

3,283.00

91.00

24年度 25年度

90.00

91.00

3,283.00

209.00

27,900.00

4,000.00

－

88.40 88.40

85.00 85.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

209.00

計画値

コ ス ト

計画値

96.00

合計

人

指　標　名　等

86,934

必要人員

331,586

100.00%

－

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
体制整備単価協定

対　前　年　比

件

締結された集落協定数
208.00

協定が締結された農地の面
積

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

24,680,472

一般財源等合計

151.00

25年度

24,665,282

－

209.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

100.06% －

91.00

計画値

－

計画値

実績値

43.50

43.50

43.50

－

－

43.50

85.00

体制整備単価を推進しているた
め、この指標を設定した。

4,000.00

人

千円

209.00

0.85

単位当たりコスト①

4,000.00

26年度

人

千円

個別協定5協定
市内で稲作等をしている法人が対
象

年度実績値

81,665一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

245,646

中山間地域等での農業の担い手育成。
農業生産の維持向上。

集落協定の締結と農地等の維持管理。
説明会→集落内協議→認定申請→活動→補助金申請→請求→交付→実績報告
体制整備単価（取組内容による加算)
10aあたり：急傾斜(田21,000円、畑11,000円）緩傾斜(田8,000円、畑3,500円）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等327,170 245,646

24年度 25年度

国県補助金等

農業振興費

営農体制の整備を要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

中山間地域の住民。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

中山間地域等直接支払事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 325,704

人件費

活
動
・
結
果
指
標

協定参加者数
単位

単位

㎡

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

締結済の協定数に占める体
制整備単価協定の割合

指標化できない成果

計画値

実績値
協定締結済面積数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

327,311

データベースの農地を計画値に使
用

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

○

○

×

○

○

Ü

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

327,311

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

5,882

244,652

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,758

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

378 産業振興部 地域営農課（中山間地域等直接支払事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

担当部課

作成者氏名

3

26 3

大事業

1

1

款

会計名

13,025

8,840

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

平成 25 平成

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

市民への情報提供を行っている ○

66,769

本年度より要綱が変わり、助成対
象者を認定農業者に限定したこと
や、助成を年に1台までとしたこ
とから、前年比減となった。

今後の計画値
（計画年度）

市
民
参
画年度

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

合計

目標年度に目標を達成できそうである

16.00 －
集落法人数

単位

指　標　名

○

Ü

×

○

○

Ü

×

×

○

×

×

Ü

○

×

○

○

○

計画値 19.00

組織 実績値

財源（千円）

直接事業費

人件費

コスト（千円）

10,667

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
担い手集積率

単位

台

単位

件

対　前　年　比

単位

単位当たりコスト②

コ ス ト

コ ス ト

コスト コスト（千円）

研修会、情報提供や認定農業者の認定
集落等での座談会への出席
地域営農支援事業(担い手農家・営農集団等の規模拡大のための機械導入助成、市単独費)

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

内　　　容

22,068

活
動
・
結
果
指
標

認定農家数

26年度

直接事業費 15,448 国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

44,70166,769

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

地域営農集団
認定農業者等農業生産者

担い手と集落の役割分担と持続可能な農業生産体制の整備

人件費

24年度 25年度

120

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

農業経営体制整備事業

4

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担 受益者負担

合計 13,957

3,290

19,513

213.00

人

千円

年度

－

人

千円

1.55

単位当たりコスト①

実績値

備 考
（指標の計算方法、算式等）

15.00

22.00 17.00

－

－

25.50

計画値

実績値

計画値

－

－

56.25% －

実績値

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

専門性をもった人材を活用できている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

25年度

48.00

－

26年度

27.00 －

－

一般財源等

対　前　年　比

機械助成数

－

計画値

－

－

－

戸 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

単位

28,473 一般財源等

時間外勤務手当 千円213.00

合計

人必要人員

24年度

計画値

コ ス ト

計画値

指　標　名　等

109.00

24.75 25.17

29.10 23.30

24年度 25年度 26年度

－

80.00

119.00

年度

90.00

17.00

年度

－

－

95.00

－

年度

年度

①

年度

95.00

担い手経営面積1037／農地面積
4119

備 考
（指標の計算方法、算式等）

目標値
（目標年度）

資源配分の方向性
継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

25.50

③

②

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

・農業の担い手確保と経営安定が大きな課題である。

今年度までに実施した改善内容

農事組合法人夢来里桂が設立し
た。

完了した

縮小して継続する
主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

・担い手の設備投資の軽減のため、機械施設の導入助成を継続して
い実施している。

解決できていない課題

猪掛　公詩

事務事業の概要（Plan）

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

改善項目

課題解決のための改善内容及び予算への反映

予算（大事業）名

優先的に継続する

有
効
性

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

受益者負担を検証している

379

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

産業振興部　地域営農課

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

集落営農支援事業費

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

3

0.40

13,957

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

チェック

中川　友紀

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

農地対策に要する経費

0826

6

国や県と重複のない事務事業である

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

○

認定農業者の認定には関係機関からの意見の聴取等が必要であ
り、認定に時間がかかるのが懸案である。

×

1

（47）4021
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

農業振興費

一般会計

×

電話

○

×

備考欄（留意事項）

人・農地プランや事業の関係もあり、認定農業者の新規申請や
更新申請をする方が増え、昨年実績より認定農業者数が増加し
た。

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

379 産業振興部 地域営農課（農業経営体制整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

○

○市民のニーズが適正に反映されている

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

Ü

市以外が実施主体になりえない事務事業である

×

○

水利組合や地域振興会、子ども会、集落を超えた取り組み等、
農業者のみならず、地域住民を対象とした広がりがあり、農業
施設・農村環境の維持保全に効果が期待される。
活動組織の中で、その地域に存在する市民が各々の専門性を活
かして生態系保全や水質保全など新たな活動に積極的に参加し
ている。

○

担当部課

作成者氏名

6

産業振興部　地域営農課 0826

○

○

（47）4021

単位あたりコストを削減することはできない

国や県と重複のない事務事業である

昨年度から2期対策が始まったばかりなのに、来年度から新制
度に乗り換えとなり、要綱等に改正がある。

中山間地域直接支払事業の対象とならない地域における農業施
設の維持や共同活動に対する支援対策として一定の効果を得て
いる。
しかしながら、予算上の都合によりすべての要望に対して対応
ができていないのが現状である。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

備考欄（留意事項）
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

15.00

猪掛　公詩

チェック

款

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
益原辰弥

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

1.00

13,105

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

14,100

農業費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

5

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

農地･水･環境保全向上対策事業

営農体制の整備に要する経費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

農業水産業費

380

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

③

年度

年度

年度

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

15地域での事業継続を行った。

解決できていない課題

事務が煩雑化するけいこうがあり、地元負担が増加している。

2.00

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－
資源配分の方向性

年度

目標値
（目標年度）

年度

協定期間中に県等が実施する研修等
に参加が義務付けられている。
その参加協定数。

24年度 25年度

11.00

11.00

26年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

2.00

一般財源等

時間外勤務手当

－

－

3,910,245

81.18

103.47%

15.00

－

24年度

－

1.00

基礎支援対策面積(田)

合計

人

指　標　名　等

9,635

必要人員

10,987

－

260,683.00

協定 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

協定締結累計団体数

－

実績値

計画値

46,556.00

単位

コ ス ト

一般財源等合計

216.00

25年度

14.00

3,910,245

－

48,170.00

48,170.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

－

107.14% －

計画値

－

計画値

実績値 －

－

10.00

年度

15.00

2.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

46,556.00

0.95

単位当たりコスト①

千円

人

今後の計画値
（計画年度）

15.00

75.00 千円

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

共同活動協定面積総計

年度

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

農村地域の住民

農地を守る。農業施設や農村環境保全。

実績値

6,054一般財源等

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

農地・水保全管理支払交付金事業

3 平成

主要施策

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）

26年度

直接事業費 6,365

人件費

24年度 25年度

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

地域ぐるみでの効果の高い共同活動に取り組む組織(協定)に対し、交付金を交付。先進的な営農活動に取り組み活動組織に
対し、交付金を加算。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

活
動
・
結
果
指
標

向上活動実施団体数
単位

単位

協定

単位

a

コ ス ト

計画値

単位

コスト

　
　
成
果
指
標

単位

協定

単位

指標化できない成果

計画値

4,622

計画値

実績値

対　前　年　比

2.00

5,874 995

実績値

－

指　標　名

研修活動参加協定数

8,226

Ü

×

×

Ü

○

○

×

×

○

○

○

合計

Ü

Ü

財源（千円）

人件費

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

Ü

○

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

共同活動協定締結数。協定締結後
5年間活動を実施。

市
民
参
画

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

Ü

平成 19

農業振興費

一般会計26

受益者負担を検証している

3

1

1

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

6,054

6,054

1,352

コスト（千円）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

380 産業振興部 地域営農課（農地・水保全管理支払交付金事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 25

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）
8

26 3

4,622

6,430

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,290

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

25,588

○

×

○

○

Ü

合計

×

Ü

○

○

○

○

○

×

○

Ü

○

○

○

25,588

地域プロジェクト目標値

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

農業後継者育成支援事業対
象者

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

戸

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 25,958

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

担い手育成事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

農業振興費

営農体制の整備に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

認定農業者等担い手農家。
農業振興資金利用農家。
農業後継者育成支援事業対象者等。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

19,000

職業として自立できる農家の育成。
農業者・法人の系改善計画の認定。
意欲的な農業者の育成。

研修会や情報提供。
農業資金の利子補給助成。
新規就農者や農業後継者育成支援事業対象者の支援

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等18,605 13,463

8,356

実績値

6,588一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

地域プロジェクト目標値
青年就農給付金新規受給者６人

年度

人

千円

3.00

0.55

単位当たりコスト①

－

－

3.00

計画値

実績値

－

112.50% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

86.00

25年度

80.00

－

5.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

90.00

新規就農者
5.00

認定農業者数

－

実績値

計画値

200.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

75.00

合計

人

指　標　名　等

15,794

必要人員

30,580 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

6.00

5.00

119.00

－

4.00 6.00

3.00 3.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

事業対象者数
１年生（2人）２年生（４人）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

21,895

109.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・認定農業者の経営改善計画の審査及び認定を継続して実施してい
る。
・JAと市で造成した農業後継者育成支援基金を活用し、農業技術大
学校に在籍する学生の支援を行った。

解決できていない課題

・農業従事者の高齢化が進行しており、担い手の確保が大きな課題と
なっている。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

382

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　地域営農課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.40

8,432

0826
（47）4021

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

担い手育成事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
三戸法生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

猪掛　公詩

チェック

認定農業者数が増加しており、事業は有効である。

農協等と連携を深めることにより、生産の技術指導から販売ま
での一貫した効率的な推進が可能となる。

・集落営農推進のため、意欲ある農業者の育成が必要である。
・新規就農者の経営安定のため、就学助成、研修制度の充実、
就農給付金の制度活用など支援が必要である。

○

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

129.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

382 産業振興部 地域営農課（担い手育成事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

広報等により、市民への情報提供を行っている。

Ü

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

45.00

猪掛　公詩

チェック

関係機関、団体の連携により効率的な取り組みができた。
成果目標を達成していないが，「ふるさと応援の会」広島の支
部活動の活性化及び東京の支部準備会の取組みを行い組織活動
を通じた会員数の確保活動を行った。また，特産品販売額は微
増ではあるが，認証商品数の増加等商品品質の向上に向けた取
り組みを行った。

給食センター、ＪＡ、地域振興事業団との連携により関係機関
の共通認識の醸成、役割分担に基づいた取組みが行われた。

安芸高田市内農畜産物の販売促進・生産振興を図り農家所得の
向上、地場産農畜産物の理解を通じた食農食育活動の推進が必
要不可欠である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
三戸法生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

1.65

65,906

0826
（47）4021

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

地産地消推進事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　地域営農課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

383

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・JA及び事業団と連携した農産物等のブランド化促進事業を実施し
た。
・給食での地場産農産物の使用を促進するため、給食センター、
JA、市の定例検討会を毎月行った。
・平成２６年度事業の整理を行った。

解決できていない課題

・加工グループ等の抱える課題を整理し、生産力や販売力の強化につな
げる必要がある。
・ふるさと応援の会の関東地区での組織の立ち上げと、会員組織を利用
した農産物等の販売システムを構築する。

③

152,123

30.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

ふるさと応援の会会員数2,500.00

－

年度－

99.21%

12.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

はぶ草の作付面積

目標値
（目標年度）

7.56

24年度 25年度

9.00

7.50

100.00

30.00

－

2,226.00 2,238.00

2,500.00 2,500.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

96.00

計画値

コ ス ト

計画値

158.00

合計

人

指　標　名　等

74,800

必要人員

167,883

107.87%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
えびす茶の作付面積

対　前　年　比

ha

あきたかたブランド数
90.00

給食センターへの地場農産
物（野菜）供給率

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

40.70

一般財源等合計

356.00

25年度

26.00

－

100.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

156.54% －

12.0012.00

計画値

－

計画値

実績値

531,600.00531,600.00

435,465.00 457,461.00

531,600.00

－

－

531,600.00

2,500.00

施設（たかた産直市、八千代市倉、北の関
宿、湯の森、Aコープちよだ、フレスタ）
での販売額

人

千円

89.00

1.15

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

100.00 「あきたかたのたから」「三矢ブ
ランド」の認証商品数

年度

45.00

実績値

25,703一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

135,998

地産地消の取組みにより、市内農産物の魅力を再発見していただき、「農産物をもっと購入したい」「農産物をつくりた
い」という意欲を持てるような環境整備の推進。

JA広島北部、地域振興事業団、給食センター等関係機関と連携し、各種事業を展開する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等138,551 86,217

24年度 25年度

国県補助金等

農業振興費

地産地消の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・市民、農業者
・市、JA広島北部、地域振興事業団、給食センター、農業委員会、県の関係機関や担当職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

地産地消推進事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 158,219

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

％

単位

品

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

千円
特産品販売額

指標化できない成果

計画値

実績値
ふるさと応援の会会員数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

161,701

給食センターでの野菜の使用率
総使用率／地場野菜使用率

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

161,701

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

9,664

93,083

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

13,572

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 25

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）
1

26 4

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

383 産業振興部 地域営農課（地産地消推進事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 25

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）
1

26 3

2,521

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,992

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

219,384

○

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

×

○

○

×

○

×

×

×

Ü

○

○

○

219,384

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

0.00 －
採卵事業による卵の確保

単位 計画値 10.00

個 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

自給粗飼料の集積面積の拡
大

単位

単位

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 7,896

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

畜産振興事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

畜産振興費

畜産振興に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内の和牛飼養・肥育農家及び酪農家、養豚、鶏、畜産公害協定等の参加者、畜産施設の近隣住民。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

210,613

農家の利益や経営安定のため、和牛及び乳牛等の産地維持拡大を図る。

家畜防疫と畜産公害の監視活動。
各種補助事業の実施。
共進会の開催。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等8,011

実績値

8,771一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

120.00

人

千円

0.30

単位当たりコスト①

120.00

12.00

10.00 10.00

－

－

計画値

実績値

－

－

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

一般財源等合計

183.00

25年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

－

実績値

計画値

－

ha 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

41.00

合計

人

指　標　名　等

10,417

必要人員

10,417 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

120.00

－－

100.00

24年度 25年度

102.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

耕畜連携の推進。

管内の優秀な雌牛とスーパー種牛
を掛け合わせ、優秀な卵を確保す
る。

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

15,003

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

各関係機関と連携し、受精卵移植の体制作りを整えた。
コントラクター及び畜産農家と耕種農家との関係を密にすることに
より、品質が向上し、構築連携の推進ができた。

解決できていない課題

過去の在庫にだぶつきがあるため、新たな受精卵を作り出すことができ
なかった。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

384

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　地域営農課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.85

15,003

0826
（47）4021

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

畜産振興施設管理運営費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
佐々木覚朗

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

猪掛　公詩

チェック

維持拡大を図るためには、増頭が必須となり糞尿の量が増加す
るため環境問題が発生する恐れがある。経営規模の拡大を支援
しつつ、公害対策に留意していく必要がある。

○

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

384 産業振興部 地域営農課（畜産振興事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 25

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）
1

26 3

2,101

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,234

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

3,900

○

×

○

○

Ü

合計

×

Ü

○

○

Ü

Ü

×

×

○

○

○

○

×

3,900

対象者…農家

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

トン

堆肥購入トン数（補助金対
象）

指標化できない成果

計画値

実績値

補助金申請1件当たりの単
価

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

戸

単位

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 3,667

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

資源循環型農業経営事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

農業振興費

地産地消の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

堆肥を活用しようとする市内農家、広島北部農協、耕畜連携に取組む農業者。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

資源循環型の農業を推進する。
耕種農家と畜産農家の連携を推進する。

堆肥活用のPR。
補助事業の実施。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,660

実績値

3,900一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

2t以上の祖堆肥購入500円/t、
健肥堆肥2,000円/t
10ｔ以上の散布は1,000円/ｔ

年度

人

千円

3,665.00

0.25

単位当たりコスト①

40,000.00

－

－

4,000.00

15,000.00

循環型農業推進実践事業の対象と
なった堆肥数量

計画値

実績値

4,000.00

4,320.00 3,771.60

－

91.09% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

一般財源等合計

32.00

25年度

202.00

－

3,500.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

184.00

補助金額
2,900.00

循環型農業推進実践事業補
助金申請件数

－

実績値

計画値

86.14%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

34.00

合計

人

指　標　名　等

5,768

必要人員

5,768 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

3,157.00

3,500.00

210.00

－

18,143.00 6,761.00

20,000.00 20,000.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

補助金額/申請件数
(一括申請の推進による効率化）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

4,894

200.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

業務の簡素化を図るようJAと協議を行った。
市民へのサービスの向上及び事務の簡素化を目指し、助成方法の見
直しを図りたい。

解決できていない課題

堆肥センターの運営と連動した堆肥の料金体系、また、利用者への助成
方法の検討

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

385

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　地域営農課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.15

4,894

0826
（47）4021

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

地産地消推進事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
佐々木覚朗

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

猪掛　公詩

チェック

耕種農家のニーズにあった良質な堆肥の製造を行う。

Ü

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

200.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

385 産業振興部 地域営農課（資源循環型農業経営事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

Ü

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

9.00

猪掛　公詩

チェック

・指定管理者による、差を適正化するとともに、販売活動を促
進し
自立運営を促す。

特産品の振興を図ることで農家経営の安定及び地域特産品開発
による地域振興を図っている。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
重永由佳

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.75

26,367

0826
（47）4021

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

農業振興施設管理運営費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　地域営農課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

386

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

指定管理料の見直し（桑田の庄）

解決できていない課題

施設の整理・統廃合方針の策定，所管部署の見直し，指定管理料の見直
し。

③

26,761

9.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

コスト計/延床面積−

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

－

9.00

－

3.62 3.19

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

53,026.00

計画値

コ ス ト

計画値

151.00

合計

人

指　標　名　等

30,048

必要人員

30,308

96.40%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

向原農村交流館
－

指定管理施設

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

4.00

一般財源等合計

162.00

25年度

4.00

－

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

100.00% －

計画値

－

計画値

実績値 －

－

−

人

千円

55,007.00

1.10

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

－ 向原農村交流館の来館者数

年度

9.00

260

実績値

25,086一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

農村振興施設の維持管理を行い、特産品の振興と都市農村交流による農家経済の安定を図る

農業振興施設の適正な管理。
農産物の加工・販売施設の管理運営

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等20,592

24年度 25年度

国県補助金等

農業振興費

地産地消の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

施設を利用する市民（農業者等）
都市農村交流施設利用者。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

農業振興施設管理運営事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 21,065

人件費 394

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

施設

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

千円

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

敷地面積1㎡当たり直接事
業費

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

25,086

（指定管理施設）桑田の庄、川根
ゆず加工施設、青空湯の森店、向
原農村交流館
（指定外施設）食肉処理施設、ふ
るさと産品加工所、四季の里、ラ
イスセンター、市民農園、レイン
ボーファーム（高宮給食調理場）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

○

Ü

○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

×

○

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

25,086

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

9,243

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,169

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 25

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）
4

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

386 産業振興部 地域営農課（農業振興施設管理運営事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 25

施　 策 農業の振興（農業振興体制の整備）
2

26 3

5,042

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,879

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

6,000

Ü

○

○

○

Ü

合計

○

○

○

○

○

Ü

○

×

○

○

○

×

○

6,000

パイプハウス等整備に係る補助金
申請者数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

百万円

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
農協野菜など販売額

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

㎡

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 5,420

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

野菜等生産条件整備事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

農業振興費

地産地消の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

野菜等の農産物の生産者。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

施設野菜等の生産者の拡大による生産増量。
施設面積の拡大による周年生産面積の拡大。

市単独での補助事業の活用による野菜の施設化の推進、土地利用型野菜の作付拡大など。
パイプハウスの建設助成(ハウスは100㎡以上、補助率30％、補助金の上限1,500千円、ミニハウスは50㎡以上、補助率
20％、上限別途規定）転作作物を栽培することを目的に、水田の排水対策（暗渠排水）に係る助成（事業費の45％以内上
限50万円）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,925

実績値

6,000一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

4,000.00 施設の整備面積

年度

15.00

人

千円

2,822.50

0.60

単位当たりコスト①

－

－

－

計画値

実績値

－

90.00% －

4.004.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

75.00

25年度

10.00

－

4,000.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

9.00

パイプハウス整備面積
4,000.00

パイプハウス助成件数

－

実績値

計画値

119.85%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
暗渠排水事業助成件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

82.00

合計

人

指　標　名　等

10,462

必要人員

10,462 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

3,382.80

4,000.00

15.00

－

1,015.30 1,074.55

1,308.60 1,283.34

－

6.00

24年度 25年度

4.00

1.00

16.67%

4.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

暗渠排水整備に係る補助金申請者
数

目標値
（目標年度）

年度

農協における野菜出荷額－

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

6,804

15.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

パイプハウスの設置助成、排水対策助成を実施した。

解決できていない課題

新たな野菜生産農家の掘り起し。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

563

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　地域営農課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.35

6,804

0826
（47）4021

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

生産条件整備事業

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
谷川満

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

猪掛　公詩

チェック

・施設整備に対する補助制度により、野菜等の栽培面積拡大及
び生産量・販売額の増加につながっている。
・農業技術指導員及び農協指導員を中心に就農塾を開催、安定
栽培・周年生産体系の推進を図る施設整備、農業経営改善のた
めの複式簿記講座の開催をし農業生産者の育成・確保を図って
いる。

・農協への委託は可能であるが，農協出荷以外の農家もあり，
公平性を確保する必要がある。

・農協、県等の関係機関と協力し、野菜プロジェクトを策定し
各種事業の推進を行っている。
・特にパイプハウス等施設化の推進による野菜等の周年栽培体
系の確立、圃場の排水対策が野菜の生産拡大への課題である。

ホームページに補助事業の案内掲載

Ü

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

15.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

563 産業振興部 地域営農課（野菜等生産条件整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業の振興（農業基盤の整備）
3

27 3

17,060

221,480

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

11,332

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた6,150

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

55,889

○

○

○

○

Ü

合計

○

○

○

○

○

Ü

Ü

○

○

○

Ü

Ü

○

55,889

H２４年度
小原Ⅱ期地区
H２５年度以降
県営事業予定無し

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
ほ場整備率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 350,279

人件費 18,750

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

ほ場整備事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

農村整備費

土地改良に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

ほ場整備実施予定地域受益者。まちなおし（単市補助）受益者。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

18,408

生産性の高い農業を振興し、担い手の確保・育成を図る

○ほ場整備事業継続地区の事業実施。　○新規地区の事業の地域説明会の実施。　○地区界の決定。　○換地・評価業務の
説明。　○新規地区の援助。　○各種団体への負担金・会費納入。　○まちなおし事業の単市補助事業業務。　○県営事業
の分担金の徴集及び納付。　○土地改良区等ほ場整備等償還助成の支出。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等146,644 88,018

47,460

実績値

31,331一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

1.00 H２４年度
深瀬地区、桂地区、下甲立地区
H２５年度
桂地区、下甲立地区
H２６年度
下甲立地区、安芸高田地区

年度

1.00

H27

人

千円

H273.00

2.05

単位当たりコスト①

500,000

－

－

95.70

計画値

実績値

－

0.00% －

2,000,000.00

2.002.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

350,400,000

合計

183.00

25年度

1.00

－

2.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,000,000

0.00

団体営事業実施地区数
3.00

県営事業実施地区数

－

実績値

計画値

66.67%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
単市補助実施件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

115.00

合計

人

指　標　名　等

98,399

必要人員

367,339 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

133,676,000

66,838,000.00116,800,000.00

2.00

2.00

0.00

－

95.60 95.70

95.50 95.70

－

500,000.00

1.00

24年度 25年度

1.00

1.00

395,000

395,000.00

100.00%

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

Ｈ２４年度
まちなおし　　１件
H２５年度
まちなおし　　2件
H２６年度
まちなおし　　 ２件

目標値
（目標年度）

年度

整備面積/要整備面積
（3,059.2/3,196,6ha)

－

H27 年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

157,976

1.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・現在実施地区である吉田町桂地区、甲田町下甲立地区のほ場整備
を完了するよう、地元説明会を開催し地元調整をすることで事業推
進をしている。

解決できていない課題

・農業生産法人設立の要件があるため、地域により設立までに時間を要
する。
・要整備面積はあるが、農業経営の高齢化や新規の担い手の確保が出来
ないため、ほ場整備をしてまで農業経営をする地域の要望が少ない。
・まちなおしの単市補助事業においては、財源確保が難しい。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

363

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産事業費

農業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.40

51,208

0826
（42）4022

5 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

ほ場整備事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
　逸見　・　五島

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐　々　木　　靖

チェック

○採択要件に、法人の設立があるため地域事情により法人設立
が難しく事業実施が困難な地域もある。また、事業実施に時間
がかかり、事業年は４～５年程度となることから事業完了まで
の期間が長い。

○補助事業については、計画から事業認可までの時間がかかる
ため即効性には欠ける。
○単市、まちなおしについては個人的な事業となるため地域全
体の地域全体としての取り組みにはならない。

○地域要望の事業という点においては、市民のニーズを的確に
把握しているともいえるが、単市補助事業においては、予算内
での執行ということもあり市民ニーズには対応できていない。
○農地の区画整理、道水路、暗渠排水等総合的整備を行うこと
により、農機具の共同利用、労力の省力化、農地の高度利用を
望めるが、事業要件である法人の経営の安定化を図る必要があ
る。

同上

Ü

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

0.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

363 産業振興部 農林水産課（ほ場整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

Ü

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

1.00

佐　々　木　　靖

チェック

県営老朽ため池整備事業では、法人要件があるため、地域事情
により事業採択が難しい地域もある。また、測量設計から工事
完了まで最速でも２年程度かかる。

小規模なものは単市補助事業で対応しているが予算の範囲内で
の補助事業であるため、申請しても全ての案件に対応できると
いうものでない。

地元要望から始まる事業という意味では、市民のニーズを的確
に把握していると言える。また、単市補助事業（農業施設等補
助事業）においては、予算の範囲内での交付決定ということも
あり、市民ニーズに対応しきれていない部分がある。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
　逸見 ・ 高橋

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.15

3,525

0826
（47）4022

5 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

水利施設等整備事業費　

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

364

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成22・２３年度で広島県がため池調査を実施し、特に危険なた
め池については、県と現地確認をし地元説明をした。
・危険ため池の管理者に、ため池廃止や低水管理をしていただくよ
う依頼した。

解決できていない課題

・平成24年度から県単独補助事業により、法人要件の必要がないため池
緊急整備事業が開始され、法人要件は緩和されたが、改修・廃止とも地
元負担金が必要となるため事業実施が出来ていない。

③

3,525

0.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

5.00

0.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,311,000

462,200.00345,000.00

5.00

計画値

コ ス ト

計画値

11.00

合計

人

指　標　名　等

1,664

必要人員

1,664

166.67%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

単市補助事業申請件数
2.00

単県・団体営事業実施件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

0.00

一般財源等

1,035,000

合計

20.00

25年度

0.00

－

6.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

－

#DIV/0! －

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

3.00

0.20

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

H２４年度　施設補助２件
H２５年度　施設補助５件
H２６年度　５件

年度

0

実績値

4,600一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

4,000

老朽化した農業用ため池を改修し、災害発生の未然防止を図り、安定的な農業用水の確保と維持管理労力の軽減に資する。

○県営事業・単県事業の事業実施計画を立てる。○ため池受益者等からの改修要望により、現地調査をし、採択可能か事業
実施できるかを判断。○設計委託、工事発注、工事監督の事務　　○単市補助事業（農業施設等補助事業・小災害復旧事
業）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,311

24年度 25年度

国県補助金等

農村整備費

土地改良事業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

農業用ため池受益者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

ため池整備事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 0

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

10,200

H２４・２５年度　単県・団体営
ため池事業実施なし
H２６年度　１件（大幡１号）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

×

○

Ü

○

○

×

×

○

○

○

○

Ü

合計

○

○

Ü

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

10,200

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた1,600

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,664

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,214

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業の振興（農業基盤の整備）
6

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

364 産業振興部 農林水産課（ため池整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

0.00

佐 々 木　 靖

チェック

　地区の要望を取りまとめ、事業計画の採択をし、事業実施と
なるため、地元住民のニーズ等は的確に反映される。

・県営・団体営事業については事業実施までに長い年月がかか
る。
・老朽化により改修の必要な箇所はあるが。地元負担金が負担
できないなどの理由で実施できない場合もある。
・単県事業では、法人の設立、また経営地域であることなど事
業要件が厳しく、地域の事情により営農体制に差があり、地元
の取りまとめが必要であり、地元要望に応えられないことがあ
る。

・地区の要望をとりまとめ、事業計画の採択をし、事業実施と
なるため地元住民のニーズなどは的確に反映される。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
　五島　・　高橋

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.25

4,224

0826
（47）4022

5 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

水利施設費等整備事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

365

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　単市補助事業については、申請箇所について補正予算で対応し、
本年度の申請箇所については、完了できる予定である。

解決できていない課題

　単県事業については、法人要件があり、法人が経営している地域であ
ることなど事業要件が厳しく、地域の事情により営農体制に差があり、
地元要望に答えられないことがある。

③

4,224

2.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

1.00

－

年度－

100.00%

8.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

単市農業施設補助事業実施件数
Ｈ２４年度　２７件
（施設補助２４件）
Ｈ２５年度　２７件
（施設補助２５件）
H２６年度 　２０件

目標値
（目標年度）

264,592.59

27.00

24年度 25年度

30.00

27.00

1,680,000

62,222.22

1.00

1.00

－

1.00 0.00

1.00 1.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

540,000

540,000.001,130,659.00

1.00

計画値

コ ス ト

計画値

34.00

合計

人

指　標　名　等

22,073

必要人員

27,843

100.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
単市補助事業申請件数

対　前　年　比

件

適正化事業件数
1.00

単県・団体営事業実施件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 7,236,600

0.00

一般財源等

1,130,659

合計

33.00

25年度

2.00

－

1.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

0.00% －

3,618,300.00

20.0020.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

1.00

人

千円

1.00

0.60

単位当たりコスト①

7,144,000

26年度

人

千円

1.00 適正化事業実施件数
Ｈ２４年度　１件（石仏）
Ｈ２５年度　１件（石仏）
Ｈ２６年度　１件（福原樋門）

年度

－

2,170

実績値

540一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

○かんがい排水の整備を実施することにより，用水を確保し，受益者の生産性の向上を図る。
○用排水施設を効率よく整備することで洪水による防災が行える。

○継続地区の事業実施。　○かんがい排水受益者等からの改修要望により現地調査の結果、採択可能か事業実施できるか判
断し、県営事業・単県事業の事業実施計画をたてる。　○設計委託・工事発注・工事監督・分担金の徴収等の事務。　○単
市かんがい排水事業事務。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,200

24年度 25年度

国県補助金等

農村整備費

土地改良事業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

かんがい排水事業受益者等

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

水利施設等整備事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 22,850

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

箇所

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

かんがい排水施設改修箇所
数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

540

単県・団体営事業実施件数
Ｈ２４年度　２件（上小原）
Ｈ２５年度　１件（吉田口地区未
実施）
H２６年度　予定なし

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

Ü

Ü

○

○

Ü

Ü

○

○

○

○

×

合計

○

○

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

540

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,993

3,600

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,024

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業の振興（農業基盤の整備）
2

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

365 産業振興部 農林水産課（水利施設等整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

×

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

0.00

佐々木　靖

チェック

単県事業では、法人の設立、また経営地域であることなど事業
要件が厳しく地域の事情により営農体制に差があることや、地
元の取りまとめが必要であり地域要望にこたえられないことが
ある。単独事業では予算に限度がありすべての要望にこたえら
れない。

　県営・団体営事業については実施までに長い年月がかかる。
地元負担率は、実施当初のものを引き継ぐため中途での変更は
できない。新規で行う場合は、市で定める負担基準によるが、
国・県の補助率、また公共性など状況に応じて見直しをする必
要がある。

　地区の要望をまとめ、事業計画の採択をし、事業実施となる
ため、地元住民のニーズ等は的確に反映される。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
　五島　・　高橋

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.80

77,793

0826
（47）4022

5 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

農道整備事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

366

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・県営事業で実施した川根原山連絡農道も平成25年度に完成し、6
月15日に開通式を行い供用開始した。
・地域密着型農道整備（舗装）事業についても、平成25年度申請分
を完了し、おおむね市内の要望に答えることが出来たとの判断によ
り、平成26年度からは休止とする。

解決できていない課題

・単県事業の補助対象事業の採択要件は、農業生産法人の経営地域であ
り、軟弱野菜等を作付し、荷痛み防止が図れることが要件になっている
ため、地域事情により営農体制に差があり採択要件を満たす地域が限定
される。

③

77,793

1.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

197.06%

12.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

　単市農道舗装
H２４年度　４件
H２５年度　４件
H２６年度　０件
地域密着型農道整備
平成２４年度　３０件
平成２５年度　６３件

目標値
（目標年度）

751,860.29

34.00

24年度 25年度

30.00

67.00

56,283,550

840,052.99

1,00

0.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

12,497,000

4,165,666.673,996,000.00

3,00

計画値

コ ス ト

計画値

110.00

合計

人

指　標　名　等

43,713

必要人員

57,713

150.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
単市補助事業件数

対　前　年　比

件

単県・団体営事業実施地区
数

2,00

県営事業実施地区数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 20,000,000

0.00

一般財源等

7,992,000

合計

104.00

25年度

1.00

－

3,00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

0.00% －

20,000,000.00

0.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

2,00

0.97

単位当たりコスト①

25,563,250

26年度

人

千円

単県・団体営事業実施地区数
H２４年度　２件
H２５年度　３件
H２６年度　１件

年度実績値

7,100一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

農業生産における流通合理化、農産物荷傷み防止・防塵、生活環境改善及び地域活性化を図る。

県営農道整備継続地区の事業実施。　県営事業負担金の納付。　地元からの改修要望により、現地調査を行い、採択可能か
事業実施できるかの確認。　県営事業・単県事業の事業実施計画を立てる。　設計委託・工事発注・工事監督・地元分担金
の徴収等の事務。　単市農道舗装事業。　農道台帳整備事務。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等71,317

24年度 25年度

国県補助金等

農村整備費

土地改良事業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

農道整備事業受益者等

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

農道整備事業

3 昭和

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 53,552

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

7,100

県営事業実施地区数
H２４年度　川根２期　１件
H２５年度　０件
H２６年度　０件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

Ü

×

○

Ü

○

Ü

○

○

○

○

Ü

合計

○

○

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

7,100

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,161

14,000

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,476

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業の振興（農業基盤の整備）
5

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

366 産業振興部 農林水産課（農道整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

×

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

1.00

佐 々 木 　靖

チェック

市内の樋門管理については、農業生産基盤を守ることから、引
き続き続けていく必要がある。

樋門管理委託について、点検等の結果報告は受けているもの
の、予算が確保できず形骸化している可能性があるため、委託
内容、点検項目の見直しが必要である。また簸川かんぱい施設
等八千代町内のかんがい施設においては受益者負担を徴してお
らず、市の管理経費負担が続いている。

老朽化した施設の整備に重点を置く等、限られた予算の範囲内
で重点を置いて取り組んでいくべき事項を優先順位を付け、今
後の改修計画を立てる。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
　高橋　・　五島

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.20

13,418

0826
（47）4022

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

水利施設等維持管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産費

農業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

367

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　受益者負担の考え方を市民に理解いただくため、自らの施設は自
ら維持管理を行っていくという意識醸成をしていく必要性がある、
という一定の方向性は出た。

解決できていない課題

  受益者負担の徴収については、まず説明会等により、市民と情報共有す
るところから取り組む方向性を打ち出す。

③

受益者負担が得られれば、維持管理費の市負担分は減と
なる。

13,418

1.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

かんがい排水施設の適正な維持管理形態の検討・受益
者負担の徴収。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

0.00%

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H24北原減圧槽
H25　事業無し
H26　事業無し

目標値
（目標年度）

2,464,350.00

1.00

24年度 25年度

2.00

0.00

4.00

1.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

461,116

115,279.0066,511.50

4.00

計画値

コ ス ト

計画値

20.00

合計

人

指　標　名　等

18,731

必要人員

18,731

100.00%

－

11,217,308.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
緊急総合経済対策

対　前　年　比

件

樋門件数
4.00

簸川かんぱい関係地区数
（八千代）

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 13,088,000

1.00

一般財源等

266,046

合計

26.00

25年度

1.00

11,217,308

－

4.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

100.00% －

13,088,000.00

－0.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

4.00

0.35

単位当たりコスト①

2,464,350

26年度

人

千円

4.00 樋門管理委託件数
山手沖・除・下入江・長屋

年度

1.00

実績値

5,609一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

4,000

かんがい排水施設維持のため必要な経費の支払をするとともに、施設の管理団体へ助成することにより農業生産基盤の適正
な維持管理を行い、受益者の利便性の向上を図る。

簸川かんぱい管理委託料、山崎かんぱい業務委託、電気保安協会委託料、簸川かんぱいの電気料・修繕費・水道代・電話代
の支出、簸川河川揚水ポンプ・下入江長屋排水樋門・八千代平原ポンプ等電気料の支出、長屋排水樋門テレメーター・八千
代テレメーター電話料支出

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等11,799

24年度 25年度

国県補助金等

農村整備費

農業用施設の維持管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

かんがい排水維持管理受益者等

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

かんがい排水維持管理事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 15,818

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

11,609

簸川かんぱい

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

○

Ü

×

×

×

Ü

×

○

○

○

×

×

合計

×

×

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

11,609

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた2,000

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,913

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,619

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業の振興（農業基盤の整備）
2

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

367 産業振興部 農林水産課（かんがい排水維持管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

　受益者との役割分担を含め、検討する必要がある

○

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

3.00

佐 々 木 　靖

チェック

　限られ予算の範囲において補修を発生時において対応してお
り、応急かつ根本的な補修はなされていない面がある

　地元からの要望に対応するために予算の確保が必要である
が、現状では予算範囲での補修対応しかできていない

　農道補修等については、安芸高田市農道維持管理規則に基づ
き実施しており、舗装の補修及び砕石による補修が主な内容で
ある。
地元からはその他補修等の要望もあり、ニーズについては相違
が生じる場合がある。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
　五島　高橋

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.15

2,709

0826
（47）4022

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

農道維持管理費　１１　臨時交付金事業

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

368

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・農道台帳の整備が出来ていない地区があり、全体の整備の出来ていな
い地区及び路線が把握できていない。
・維持補修内容と住民ニーズとの相違への対応が難しい。

③

受益者負担が得られれば、維持管理費の市負担分は減と
なる。

2,709

1.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

かんがい排水施設の適正な維持管理形態の検討・受益
者負担の徴収。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

2.00

1.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

231,840

115,920.0069,825.00

2.00

計画値

コ ス ト

計画値

20.00

合計

人

指　標　名　等

3,441

必要人員

3,441

100.00%

－

144,900.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

維持補修材料供給件数
0.00

農道維持補修工事

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 500,000

3.00

一般財源等

139,650

合計

20.00

25年度

1.00

434,700

－

2.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

－

300.00% －

500,000.00

計画値

－

計画値

実績値

市が管理している農道について、路面補修を行なうことにより、危険防止及び利便性の向上に
つながっている。

－

－

人

千円

2.00

0.35

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

農道維持管理に伴う補修材料の供
給件数
H２４年度　２件
H２５年度　２件

年度実績値

1,594一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

農業生産基盤の適正な維持管理を行い受益者の利便性の向上を図る。

○農道の修繕・維持工事の発注及び監督・支出。
○農道維持管理に係る補修材料の供給。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,495

24年度 25年度

国県補助金等

農村整備費

農業用施設の維持管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

農道維持管理受益者等

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

農道維持管理事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 528

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

1,594

農道維持補修工事の発注件数
H２４年度　　１件
H２５年度　　３件
H２６年度　　３件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

Ü

○

○

×

Ü

○

×

×

Ü

×

×

Ü

○

○

○

×

×

合計

○

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

1,594

市
民
参
画

Ü

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,913

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,214

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業の振興（農業基盤の整備）
1

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

368 産業振興部 農林水産課（農道維持管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業の振興（農業基盤の整備）
3

27 3

1,498

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,024

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

1,284

○

×

○

×

×

合計

×

×

×

○

×

Ü

×

×

×

×

×

×

×

1,284

　市が設置した農村公園を維持管理
する。（丸山・河原・尾原親水・根
野農村・勝田農村・末石農村・四季
の里・日南地区・土師しゃくなげ・
八千代ふるさと・大狩山砂防・香六
ダム・上庄公園）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

箇所

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,256

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

公園等維持管理事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

農村整備費

農業用施設の維持管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

農村公園維持管理団体

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

市が設置した農村公園の維持管理をする。

農村公園の指定管理委託、丸山公園の水道代・下水使用料・電気料の支出、ふるさと河原公園・尾原親水公園除草委託、八
千代シャクナゲ園・香六ダム公園借地料、

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,288

実績値

1,284一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

0.18

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

100.00% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等合計

33.00

25年度

13.00

3,312,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

13.00
農村公園箇所数

－

実績値

計画値

－

254,769.23

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

21.00

合計

人

指　標　名　等

2,754

必要人員

2,754 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

13.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

3,312

13.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・農村公園については、地元指定管理を行っているところが大多数であ
るが、指定管理を行っていない施設もあるので、一貫性を持った維持管
理を行う必要がある。
・公園の中には、遊具等が設置してある公園もあり維持管理（修繕を含
む）については、今後の課題となる。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

370

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.25

3,312

0826
（47) 4022

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

公園等維持管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
森田　修　　中河原　法子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐 々 木　 靖

チェック

　現在の維持管理状況を確認しながら、地域住民とともに管理
の方法の見直しを行う必要がある。

　これまでの様々な経緯の中で造られた施設であり、中途での
廃止は考えられないが、社会情勢等を考慮しながら見直しを行
う必要がある。

　農村公園の建設当時には、県営・団体営の事業により実施し
ており、地域の要望により実施しているもので、住民ニーズ等
は的確に反映されている。

×

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

13.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

370 産業振興部 農林水産課（公園等維持管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

款 11

国や県と重複のない事務事業である

1

9.00

佐 々 木　 靖

チェック

○国庫補助事業では補助率が高いこともあり受益者の負担が大
幅に軽減されるため有効である

○災害のない年や少ない年もあるが、大きな災害のあった年に
は緊急な人員対応をせねばならない状況が発生する。発生して
はじめて査定準備や地元対応などの事務量の増が発生すること
から一概に効率性を求めた人員配置では対応に限度がある。

○災害発生後に早急な対応が求められる
○地元対応でなどでどうしても人員は必要である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1・2

電話
　逸見　・　高橋

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

1.15

15,190

0826
（47）4022

1・1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

農地災害復旧費・農業用施設災害復旧費　5農業用施設等維持活動支援事業

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

災害復旧費　６農林水産業費

農林水産施設災害復旧費　1農業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

371

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・災害事業の対象外となった被災箇所の復旧計画。
・災害復旧を実施し再災害が懸念される箇所の改善計画。

③

22,323

9.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

災害発生状況により変動－

－

年度－

118.18%

6.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

市単独での小災害復旧事業件数
H２４年度
　農地　　６件　施設　　５件
H２５年度
　農地　　９件　施設　　４件

目標値
（目標年度）

143,818.18

11.00

24年度 25年度

6.00

13.00

2,202,000

169,384.62

4.00

0.00

－

9.00 2.00

9.00 11.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,575,000

#DIV/0!2,402,400.00

0.00

計画値

コ ス ト

計画値

22.00

合計

人

指　標　名　等

11,937

必要人員

33,309

0.00%

－

6,506,900.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

小災害単市補助事業申請件
数

対　前　年　比

件

農業用施設災害復旧事業件
数

5.00

農地災害復旧事業件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 17,960,000

2.00

一般財源等

12,012,000

合計

150.00

25年度

9.00

13,013,800

－

0.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

22.22% －

1,995,555.56

－9.00

計画値

－

計画値

実績値

－5.00

5.00 0.00

4.00

－

－

4.00

9.00

災害発生状況により変動

人

千円

5.00

0.40

単位当たりコスト①

1,582,000

26年度

人

千円

－ 農業用施設災害復旧事業（国庫補
助）の件数
Ｈ２４年度　５件（H２３年災）
Ｈ２４年度　０件
Ｈ２６年度　４件（H２５年災）

年度

－

2,068

実績値

7,360一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

6,347

梅雨前線や台風災害により，農地・農業用施設に災害を受けた各受益者等からの申請により，国庫補助事業・単市補助事業
による災害復旧工事を実施し，各受益者の維持管理経費負担の軽減を図る。

各受益者等からの通報により，災害現場を確認し，国庫補助の災害に該当するか判断し，設計委託・災害査定・工事発注・
工事監督・検査・分担金の徴集等の事務を行う。国庫補助の災害にならない場合，単市補助による災害復旧の説明。単市農
業土木小災害復旧事業の事務を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等13,014 6,743

24年度 25年度

国県補助金等

農地災害復旧費・農業用施設災害復旧費　6農村整備費

農地災害復旧費・農業用施設災害復旧費　2農業用施設の維持管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

梅雨前線や台風災害により，農地・農業用施設に災害を受けた各受益者等

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

農地・農業用施設災害復旧事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 29,980

人件費 390

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

件

農業用施設災害復旧事業件
数

指標化できない成果

計画値

実績値
農地災害復旧事業件数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

13,707

農地災害復旧事業（国庫補助）の
件数
Ｈ２４年度　９件（H２３年災）
Ｈ２５年度　２件（H２５年災）
Ｈ２６年度　９件（H２５年災）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

13,707

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

3,329

19,304

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

9,309

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業の振興（農業基盤の整備）
1・1

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

Ü

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

5.00

佐 々 木　 靖

チェック

運営助成、償還助成により団体の健全財政、健全運営を確保し
た。

年度当初にすみやかに交付決定することにより、土地改良区の
年間活動費を担保した。

安芸高田市土地改良協議会への運営助成、及び土地改良区への
償還助成により改良区の健全な事業運営を確保する。当助成に
より組合員の事業分担金の軽減に寄与している。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
 川森　・　高橋

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.15

27,080

0826
（47）4022

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

土地改良区等運営事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

517

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・土地改良区の合併について検討してきたが、様々な課題を平準化
するのは困難と判断し、平成20年度から７土地改良区で協議会を事
務委託を受けて運営している。

解決できていない課題

・平成20年度の発足から、各団体の負担金徴収額を負担金徴収規定額の
２０％としているが見直しが必要になる。

③

27,080

5.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

5.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

50.00

合計

人

指　標　名　等

39,944

必要人員

39,944

－

5,173,024.80

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

助成申請件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 29,455,494

5.00

一般財源等合計

20.00

25年度

5.00

25,865,124

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

100.00% －

5,891,098.80

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

0.90

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度実績値

23,510一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

安芸高田市土地改良協議会・甲田町小原土地改良区の運営助成
吉田町土地改良区・高田郡簸川土地改良区・向原町土地改良区の事業借入金償還助成

補助金により助成

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等25,866

24年度 25年度

国県補助金等

農村整備費

農村整備に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市土地改良協議会・甲田町小原土地改良区・吉田町土地改良区・高田郡簸川土地改良区・向原町土地改良区

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

土地改良区運営助成事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 32,454

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

Ü

23,510

５土地改良区の運営助成・償還助
成

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

Ü

○

○

Ü

Ü

Ü

Ü

○

Ü

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

23,510

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

7,490

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,214

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業の振興（農業基盤の整備）
2

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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